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平成２３年度知的財産課予算概算要求の概要

概算額（百万円） 頁

未来を切り拓く６次産業創出総合対策のうち

知的財産戦略・ブランド化総合事業 ２０３

（内訳）

農林水産物・食品地域ブランド化共通基盤構築事業 ２

食文化活用・創造事業 ４

農林水産知的財産戦略総合推進事業 ６

地域ブランド化・新需要創造支援事業（技術普及課）

東アジア植物品種保護基盤等強化事業 ７６ 10

独立行政法人種苗管理センター運営費交付金 ２，７８１

独立行政法人種苗管理センター施設整備費補助金 ２３

事務費 １７８

計 ３，２６１



知的財産戦略・ブランド化総合事業のうち 
農林水産物・食品地域ブランド化共通基盤構築事業 

＜未来を切り拓く６次産業創出総合対策のうち（基幹）農林漁業者の加工・販売への取組促進＞ 

【２０３（２９１）百万円の内数】 

 

 

 

 

＜背景／課題＞ 

・ 「新たな農林水産省知的財産戦略」にて地域ブランド化を目指す取組の支援を位置付け。 

・ 安納いも（鹿児島県：種子屋久農業協同組合）：種子島地域で栽培されたさつまいも「安納い

も」の生産技術向上や販路拡大に取り組み、平成18年から平成21年にかけて生産量、出荷額

ともに約３倍に。 

・ 豊前棚田ゆず（福岡県：豊前棚田ゆず振興協議会）：生産数量が減少傾向にあった豊前棚田産

のゆずを「ゆずペースト」などの新商品を開発することで知名度を高め、外国での販路拡大に

も取り組んでいる。 

   

 

 

 

 

＜主な内容＞ 

 １．食と農林水産業の地域ブランド協議会の運営 

農林水産物・食品の地域ブランド化に取り組む主体とそれを支援する者とが情報交換・情

報発信する場としての協議会の運営。 

 

 ２．農林水産物・食品の地域ブランド化のための知的財産制度関係支援活動の実施 

   地域ブランドの商標、地域団体商標等の知的財産制度を活用した保護・活用について、地域

で専門家によるセミナーを開催。 

 

 ３．「地域ブランド化取組ガイドライン（仮称）」の効果検証のための活動の実施 

   「地域ブランド化取組ガイドライン（仮称）」を用いた農林水産物・食品の地域ブランド化

取組の効果検証、検証結果のガイドラインへの反映。 

 

補助率：定額   

事業実施主体：民間団体   

 

[お問い合わせ先：生産局知的財産課  （０３－３５０２－５５２５（直））] 

農林水産物・食品の地域ブランド化のための知的財産制度関係支援活動や「地域ブ

ランド化取組ガイドライン（仮称）」の効果検証のための取組みを支援します。 

対策のポイント 

地域ブランド化に取り組んだ地区での売り上げ増加による９．５億円／年の経済効果

の発生（平成２７年度） 

政策目標 



目
的

：
農

林
水

産
物

・
食

品
の

地
域

ブ
ラ

ン
ド

化
を

通
じ

た
我

が
国

農
林

水
産

業
の

競
争

力
強

化

ポ
イ
ン
ト
：
地
域
ブ
ラ
ン
ド
化
を
目
指
す
取
組
の
た
め
の
全
国
レ
ベ
ル
で
の
共
通
基
盤
を
構
築
す
る
。

【
事
業
の
内
容
】

地
域
ブ
ラ
ン
ド
化
を
目
指
す
取
組
の
た
め
の
共
通
基
盤
の
構
築
を
支
援

①
農
林
水
産
物
・
食
品
の
地
域
ブ
ラ
ン
ド
化
に
取
り
組
む
主
体
と
そ
れ
を
支
援
す
る
者
と
が
情
報
交
換
・
情
報
発
信

す
る
場
と
し
て
の
協
議
会
・
H

P
の
運
営

②
農
林
水
産
物
・
食
品
の
地
域
ブ
ラ
ン
ド
化
の
た
め
、
商
標
、
地
域
団
体
商
標
等
の
知
的
財
産
制
度
を
用
い
た

保
護
・
活
用
に
つ
い
て
専
門
家
が
指
導
・
助
言

③
「
地
域
ブ
ラ
ン
ド
化
取
組
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
（
仮
称
）
」
の
効
果
検
証

【
事
業
実
施
主
体
】
民
間
団
体

農
林
水
産
物
・
食
品
地
域
ブ
ラ
ン
ド
化
共
通
基
盤
構
築
事
業

【
概
算
要
求
額
】
２
０
３
百
万
円
の
内
数

地
域
ブ
ラ
ン
ド
化
の
取
組
の
例

<
安
納
い
も

>
（
種
子
屋
久
農
業
協
同
組
合
：
鹿
児
島
県
）

種
子
島
地
域
で
栽
培
さ
れ
た
さ
つ
ま
い
も
「
安
納
い
も
」
の
ブ
ラ

ン
ド
化
を
図
る
た
め
、
生
産
技
術
の
向
上
や
販
路
開
拓
な
ど
に

取
組
み
、
成
功
を
収
め
て
い
る
。
平
成
１
８
年
か
ら
平
成
２
１
年

に
か
け
て
、
生
産
量
が
約
３
倍
（
7
5
8
t→

2
2
3
1
t）
、
出
荷
額
が

約
３
倍
（
1
億

2
6
7
8
万
円

→
4
億

3
8
万
円
）
に
な
っ
て
い
る
。
地

域
団
体
商
標
を
出
願
中
（
平
成

2
0
年

1
0
月
）
。

<
長
州
黒
か
し
わ

>
（
深
川
養
鶏
農
業
協
同
組
合
：
山
口
県
）

天
然
記
念
物
で
あ
る
「
黒
柏
鶏
」
を
改
良
し
た
新
鶏
種
で
あ
る
「
長
州
黒

か
し
わ
」
を
山
口
県
初
の
オ
リ
ジ
ナ
ル
地
鶏
と
し
て
ブ
ラ
ン
ド
化
を
図
る

た
め
、
ブ
ラ
ン
ド
戦
略
、
商
品
の
コ
ン
セ
プ
ト
、
販
路
開
拓
な
ど
の
行
動

計
画
を
作
成
し
た
。
図
形
商
標
を
出
願
中
（
平
成

2
1
年

9
月
）
。

<
豊
前
棚
田
ゆ
ず

>

（
豊
前
棚
田
ゆ
ず
振
興
協
議
会

：
福
岡
県
）

生
産
数
量
が
年
々
減
少
し
て
い
た
豊
前
棚
田
産
ゆ

ず
を
、
「
ゆ
ず
ペ
ー
ス
ト
」
な
ど
の
新
商
品
を
開
発
す

る
こ
と
で
、
知
名
度
を
拡
げ
て
い
る
。
フ
ラ
ン
ス
に
向

け
た
輸
出
も
し
て
お
り
、
国
内
だ
け
で
な
く
外
国
ま
で

販
路
拡
大
に
取
り
組
ん
で
い
る
。
ゆ
ず
（
青
果
）
の

単
価
も

8
0
円
か
ら

1
2
0
円
に
上
が
っ
て
お
り
、

2
2
年

度
は
単
価

2
0
0
円
を
目
指
し
て
い
る
。
図
形
商
標
を

出
願
中
（
平
成

2
2
年

2
月
）
。



知的財産戦略・ブランド化総合事業のうち 
食文化活用・創造事業 

＜未来を切り拓く６次産業創出総合対策のうち（基幹）農林漁業者の加工・販売への取組促進＞ 

【２０３（２９１）百万円の内数】 

 

 

 

 

 

＜背景／課題＞ 

・外食業界で模倣を巡るトラブルが発生している。 

・知的財産権取得により模倣品への牽制効果が期待できる。 

・地域団体商標の取得状況：登録査定件数４５７件のうち農林水産物・食品２３４件（平成 

２２年６月２０日現在）と農林水産分野が過半を占めているが、ほとんどは商品名での登録 

であり、料理（役務）としての登録は少ない。 

・ 地域の食材を活用した特徴ある料理等について、知的財産権の取得拡大を図る。 

 

   

 

 

 

 

 

＜主な内容＞ 

 １．全国段階 

食の分野で地域団体商標、意匠等知的財産権を取得している事例、地元食材を使用した創

作料理等を開発して地域の活性化につなげている事例等先進的な取組を調査し、知的財産面

における課題・対策等の体系的な整理・分析を行う。 

補助率：定額   

事業実施主体：民間団体   

 

 ２．地域段階  

農林水産業者、販売業者、飲食業者、宿泊業者等の連携の下、地域団体商標、意匠等知的

財産権の取得を目指して、創作料理の開発等を行い、その知的財産権の取得に必要な周知性

を得るための取組を支援する。 

補助率：１／２   

事業実施主体：農林漁業者、販売業者、飲食業者、宿泊業者等   

 

[お問い合わせ先：生産局知的財産課  （０３－３５０２－５５２５（直））] 

地域の食材を活用した特徴ある料理について、地域団体商標、意匠等知的財産権の

取得を目指す取組を支援します。 

対策のポイント 

事業実施地区当たり年間３万食売り上げることにより、９地区合計で２億７千万円/

年の直接的な経済効果が発生するとともに、４千万円/年の地域食材の売り上げが新

たに発生する（平成２７年度）。 

 

政策目標 



食
文
化
活
用
・
創
造
事
業

【
全
国
段
階
】

食
材
・
食
文
化
の
専
門
家
、
知
的
財
産
の
専
門
家
等
か
ら
な
る
委
員
会
に
お
い
て
、

先
進
事
例
調
査
を
行
い
、
知
的
財
産
面
に
お
け
る
課
題
・対
策
等
に
つ
い
て

体
系
的
に
整
理
・分
析
。

＜
先
進
事
例
＞

①
食
の
分
野
に
お
い
て
、
地
域
団
体
商
標
、
意
匠
等
知
的
財
産
権
を
取
得
し
て
い
る
事
例

②
地
域
の
伝
統
的
な
食
材
、
食
品
、
料
理
、
器
等
を
総
合
的
に
活
用
し
、
経
済
的
価
値
を
創
出
し
て
い
る
事
例

③
地
元
食
材
を
使
用
し
た
創
作
料
理
等
を
開
発
し
て
地
域
の
活
性
化
に
つ
な
げ
て
い
る
事
例

地
域
の
食
材
を
活
用
し
た
特
徴
的
な
料
理
等
に
つ
い
て
、
地
域
団
体
商
標
、
意
匠
等

知
的
財
産
権
の
取
得
を
目
指
す
取
組
を
支
援
す
る
。

【
地
域
段
階
】

農
林
水
産
業
、
販
売
業
、
飲
食
業
、
宿
泊
業
等
の
複
数
の
分
野
の

人
材
が
連
携
し
て
、
地
域
の
料
理
の
工
夫
や
見
直
し
、
又
は
創
作

料
理
の
開
発
等
を
行
い
、
地
域
の
食
に
対
す
る
認
知
度
向
上
を

図
り
、
知
的
財
産
権
の
取
得
を
目
指
す
取
組
を
支
援
。

料
理
店
、
料
理
人

旅
館
、

ホ
テ
ル

八
百
屋
、
百
貨
店

伝
統
工
芸

農
林
水
産
業
者

食
文
化
発
信
店
の
認
定

地
元
食
材
で
創
作
料
理

周
知
活
動

農
業
､商
工
業
､サ
ー
ビ
ス
業
等
の
関
係
者

が
一
体
と
な
っ
て
、
知
的
財
産
権
の
取
得
を

目
指
す

【
事
業
実
施
主
体
】
全
国
段
階
：
民
間
企
業

地
域
段
階
：
農
林
漁
業
者
、
飲
食
業
者
等
が
組
織
す
る
協
議
会

【
概
算
要
求
額
】
２
０
３
百
万
円
の
内
数



知的財産戦略・ブランド化総合事業のうち

農林水産知的財産戦略総合推進事業
＜未来を切り拓く６次産業創出総合対策のうち（基幹）農林漁業者の加工・販売への取組促進＞

【２０３(２９１）百万円の内数】

対策のポイント
農業分野における知的財産の創造・保護・活用を推進するため、国内外で

の知的財産の保護強化等、新たな農林水産省知的財産戦略に基づき、総合的

な施策を展開します。

＜背景／課題＞

・海外における知的財産保護のための情報収集・共有体制の整備・運営

・地球温暖化の影響によると思われる野菜の高温障害、病害虫の発生

・他産業と比較して、農林水産分野の知的財産を活用する体制が不十分

政策目標
○ 農林水産知的財産保護コンソーシアム会員数を前年度比で１割以上増加

（平成２３年度）

○ 温暖化対応の野菜の新品種を７品目で開発（平成２６年度）

＜主な内容＞

１．我が国の地名等が海外で第三者によって商標出願・登録等されている問題へ

の対応

海外での我が国の地名等を利用した不当な商標出願に対し、「農林水産知的財産保

護コンソーシアム」への支援を通じ、県等利害関係者による適時かつ効果的な対応

を後押します。

２．温暖化に対応した新品種の開発

国内外で温暖化に対応した品種を探索し、栽培・選抜を行い、野菜の新品種を開

発します。

３．農林水産知的財産情報の集積・発信

農林水産分野の試験研究成果や技術に関する情報等の農林水産知的財産情報につ

いて一元的に提供するシステムを運用し、活用しやすい形での情報提供を行います。

農林水産知的財産戦略総合推進事業 ２０３（２９１）百万円の内数

補助率：１、３については定額、２については１／２

事業実施主体：民間団体 等

［お問い合わせ先：生産局知的財産課 （０３－３５０２－５５２５（直））］



「
青
森
」
「
讃
岐
」
等
、
中
国
、
台
湾
等
に
お
け
る
我
が
国
の
地
名
、
品
種
名
等
の
商
標
出
願
・取
得
や

我
が
国
の
農
林
水
産
物
等
の
高
い
評
価
に
便
乗
し
た
模
倣
品
・海
賊
版
の
増
加

→
海
外
で
の
知
的
財
産
権
取
得
、
不
当
な
商
標
出
願
に
対
す
る
異
議
申
立
て
等
を
行
う
た
め
に
は
情
報
把
握
と
共
同
対
応
が
不
可
欠

我
が

国
農

林
水

産
物

の
知

的
財

産
面

で
の

取
組

強
化

に
よ

り
日

本
ブ

ラ
ン

ド
の

海
外

展
開

を
実

現

続
発
す
る
海
外
商
標
問
題

事
業

受
託

会
社

(民
間

)
◇
「
農
林
水
産
知
的
財
産
保
護
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム
」
の
事
務
局

◇
都
道
府
県
等
の
負
担
に
よ
る
監
視
業
務
の
仕
組
み
の
設
定

◇
海
外
に
お
け
る
模
倣
品
の
発
生
状
況
、
品
種
名
称
等
の

使
用
状
況
に
関
す
る
調
査
・
情
報
収
集

海
外
現
地
調
査

（
市
場
調
査
を
現
地
法

律
事
務
所
等
に
委
託
）

メ
ン
バ
ー●
関
心
の
あ
る
都
道
府
県
又
は
都
道
府
県
協
議
会

・育
成
者
権
者
と
し
て
の
立
場

・県
内
の
農
林
水
産
物
等
の
輸
出
関
係
者
の

と
り
ま
と
め
の
立
場

●
農
林
水
産
業
関
係
団
体
（全
国
レ
ベ
ル
）

●
ジ
ェ
ト
ロ
、
弁
理
士
会
等

補
助
金

（
定
額
）

農
林

水
産

省

農
林
水
産
知
的
財
産
保
護
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム

中
国
、
台
湾
に
お

け
る
商
標
監
視

地
方
相
談
会

（
弁
護
士
等
派
遣
）

実
施

結
果
報
告
等

我
が

国
の

地
名

等
が

海
外

で
第

三
者

に
よ

っ
て

商
標

出
願

・
登

録
等

さ
れ

て
い

る
問

題
へ

の
対

応

【
事
業
実
施
主
体
】
民
間
団
体

【
概
算
要
求
額
】
２
０
３
百
万
円
の
内
数



温
暖
化
に
対
応
し
た
新
品
種
の
開
発

地
球
温
暖
化
の
影
響
に
よ
る
と
思
わ
れ
る
野
菜
の
高
温
障
害
、
病
虫
害
の
発
生

民
間
企
業
が
試
験
研
究
機
関
等
と
共
同
で
行
う
野
菜
の
温
暖
化
対
応
品
種
開
発
を
支
援

し
か
し
、
温
暖
化
に
対
応
す
る
野
菜
の
品
種
開
発
に
は
、

①
素
材
と
な
る
植
物
の
探
索
・
導
入

②
生
理
・
病
理
の
専
門
的
な
知
見
や
専
門
の
施
設
を
使
っ
た
調
査
が

必
要
で
あ
り
、
食
味
の
改
善
等
に
係
る
品
種
開
発
に
比
べ
、
困
難

必
要
な
経
費
の
１
/２
以
内
を
補
助

・
最
大
で
１
品
目
当
た
り
約
３
２
０
万
円
／
年

（
平
成
２
２
年
補
助
事
業
開
始
、
最
長
５
年
間
継
続
）

（
対
象
と
な
る
補
助
経
費
）

①
育
種
に
必
要
な
素
材
と
な
る
植
物
の
導
入
に
要
す
る
費
用

②
開
発
中
の
品
種
が
「
高
温
に
強
い
」、
「
病
害
に
強
い
」
と
い
っ
た
性
質
を
確
認
す
る
た
め
の
調
査
費
用

③
開
発
品
種
の
性
質
の
安
定
化
を
図
る
た
め
、
栽
培
・
選
抜
に
必
要
な
費
用
等

事
業
成
果
の
知
的
財
産
の
取
扱
い

開
発
の
成
果
（中
間
母
本
と
な
る
品
種
）は
、
事
業
終
了
後
５
年
間
は
開
発
し
た
民
間
企
業
の

独
占
利
用
（秘
匿
）を
認
め
、
そ
の
後
は
、
成
果
の
公
開
（公
知
化
）又
は
種
苗
法
に
基
づ
く
出
願
を

行
い
、
第
三
者
に
対
し
て
新
品
種
の
育
成
等
の
た
め
の
利
用
を
認
め
る
こ
と
を
事
業
実
施
に
当

た
っ
て
の
条
件
と
す
る
。

一
部
開
発

の
委
託

成
果
の
提
供

国

民 間 企 業

試 験 研 究 機 関 等

公
募

提
案

承
認

【
事
業
実
施
主
体
】
民
間
団
体

【
概
算
要
求
額
】
２
０
３
百
万
円
の
内
数



我
が
国
の
農
林
水
産
・
食
品
産
業
分
野
に
お
け
る
研
究
開
発

は
、
最
先
端
の
研
究
等
に
よ
り
新
た
な
用
途
を
開
拓
す
る
非
常
に

高
付
加
価
値
な
技
術
も
開
発
さ
れ
る
な
ど
、
諸
外
国
に
比
較
し
て

技
術
優
位
性
を
有
す
る
と
考
え
ら
れ
ま
す
。

多
様
な
研
究
機
関
に
よ
っ
て
生
み
出
さ
れ
て
い
る
様
々
な
研
究

成
果
を
よ
り
円
滑
に
産
業
界
へ
移
転
し
、
技
術
革
新
に
よ
る
農
林

水
産
業
・
食
品
産
業
の
競
争
力
強
化
や
新
産
業
の
創
出
を
図
る

こ
と
が
重
要
と
な
っ
て
い
ま
す
。

農
林

水
産

知
財

は
宝

の
山

「
農
林
水
産
知
的
財
産
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト
に
よ
り
、
農
林
水

産
業
・
食
品
産
業
分
野
の
知
的
財
産
情
報
を
提
供
し
て
い
ま
す
。

セ
ミ
ナ
ー
、
イ
ベ
ン
ト
情
報
な
ど
皆
様
か
ら
の
情
報
の
提
供
を
お
待
ち
し
て
お

り
ま
す
。

農
林
水
産
省
で
は
、
知
的
財
産
情
報
の
積
極
的
な
発
信
や
専

門
家
間
の
情
報
交
流
の
促
進
に
よ
る
相
互
支
援
体
制
の
構
築
等

を
図
る
「
農
林
水
産
知
的
財
産
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」を
構
築
し
、
農
林

水
産
分
野
の
知
的
財
産
に
関
わ
る
団
体
（都
道
府
県
、
大
学
、
技

術
移
転
機
関
、
独
立
行
政
法
人
研
究
機
関
な
ど
）、
個
人
の
方
々

に
参
画
い
た
だ
い
て
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

本
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
趣
旨
を
ご
理
解
い
た
だ
き
、
皆
様
方
の
参
画

を
心
よ
り
お
願
い
申
し
上
げ
ま
す
。

農
林

水
産

知
的

財
産

ネ
ッ

ト
ワ

ー
ク

の
構

築

ポ
ー

タ
ル

サ
イ

ト
の

開
設

農
林
水
産
知
的
財
産
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク

ポ
ー
タ
ル
サ
イ
ト

h
tt

p
:/

/w
w

w
.a

ff
-c

h
iz

a
i.
n

e
t

本
サ
イ
ト
の

ご
利
用
は
無
料

!

農
林
水
産
知
的
財
産
情
報
の
集
積
・
発
信

【
事
業
実
施
主
体
】
民
間
団
体
等

【
予
算
要
求
額
】
２
０
３
百
万
円
の
内
数



東アジア植物品種保護基盤等強化事業
＜未来を切り拓く６次産業創出総合対策のうち（市場拡大）海外市場開拓＞

【７６（１１１）百万円】

対策のポイント

東アジア植物品種保護フォーラムを活用し、将来の「東アジア品種保護庁」

の設立を視野に入れた、国際的に調和のとれた植物品種保護制度の整備を進

めます。

＜背景／課題＞

・わが国の植物新品種の登録件数は、世界第３位。

・東アジア地域の多くは、植物品種保護制度が未整備であ

り、これらの国でわが国の優良な品種が栽培、逆輸入され、

国内産地を脅かす事例が顕在化。

・新成長戦略で「知的財産権の保護体制の構築などを行う

ことにより、アジアに切れ目のない市場を作

り出す」とされたことを踏まえ、東アジア各

国の植物品種保護制度の整備を促進する必要。

ＵＰＯＶ加盟国における登録件数上位５か国・地域（平成20年1月～12月の１年間合計）

① EU 2,211 、② 米国 1,589、③ 日本 1,236、④ ウクライナ 704、⑤ ロシア 639

新品種の出願・登録の状況
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平成21 年度 出願：1,112（うち外国育成322）

登録：1,355（うち外国育成523）
平成21年度末の有効な登録件数：8,380（うち外国育成2,549）

平成21年度までの出願累計：24,769（うち外国育成7,806）

登録累計：19,509（うち外国育成5,755）

有効な登録件数

出願件数

登録件数

出願件数のうち
外国育成件数

8,380

登録件数



政策目標

①東アジア各国の植物品種保護制度を強化（平成２４年度）

・制度未整備国において、制度整備に向けた具体的な取り組みを支援

・制度運営が不十分な国において、審査対象植物数を平成２０年度比で

２割以上増加

②植物新品種の品種登録に係る平均審査期間を２.３年に短縮（平成２６年度）

＜主な内容＞

１．東アジア地域における植物新品種保護制度の整備促進

将来の「東アジア品種保護庁」創設を見据え、「東アジア植物品種保護フォーラ

ム」を活用し、技術協力・人材育成等の活動推進やＥＵにおける地域共通制度の調

査を実施します。

東アジア植物品種保護フォーラム推進事業 ５６（６９）百万円

事業実施主体：民間団体等

２．わが国審査基準の国際基準への反映

海外での植物新品種に係る権利取得を容易にするため、ＵＰＯＶの技術作業部会

を我が国で開催し、ＵＰＯＶ主要国として技術作業部会での審査基準に関する技術

的議論をリードします。

ＵＰＯＶ技術作業部会開催事業 ６（０）百万円

事業実施主体：民間団体等

３．審査の迅速化

育成者権の適切な保護を図るため、審査に必要な植物種類ごとの主要な特性を整

理し、審査基準案を作成します。

種苗特性分類調査 ６（６）百万円

事業実施主体：民間団体、地方公共団体等

４．登録品種の標本・ＤＮＡ保存

近年の育成者権侵害に的確に対応するため、登録品種の植物体の一部及びＤＮＡ

の保存を実施します。

登録品種の標本・ＤＮＡ保存等事業 ８（２４）百万円

事業実施主体：民間団体等

お問い合わせ先：生産局知的財産課

１・２・４の事業： （０３－６７４４－２１１８（直通）

３の事業： （０３－６７４４－２１２０（直通）



東
ア
ジ
ア
植
物
品
種
保
護
フ
ォ
ー
ラ
ム
推
進
事
業

東
ア
ジ
ア
植
物
品
種
保
護
フ
ォ
ー
ラ
ム
と
は

我
が
国
の
育
成
品
種
を
保
護
し
、
東
ア
ジ
ア
地
域
の
植
物
品
種
保
護
制
度
の
整
備
を
進
め
る
た
め
、
日
本
の
イ
ニ
シ
ア
チ
ブ
に
よ

り
、
Ａ
Ｓ
Ｅ
Ａ
Ｎ
＋
日
中
韓
の
１
３
カ
国
か
ら
成
る
、
技
術
協
力
に
関
す
る
情
報
交
換
等
を
行
う
「東
ア
ジ
ア
植
物
品
種
保
護
フ
ォ
ー
ラ

ム
」を
設
立
し
、
各
国
の
品
種
保
護
制
度
の
レ
ベ
ル
ア
ッ
プ
を
図
っ
て
い
る
。

フ
ォ
ー
ラ
ム
本
会
合
は
各
国
で
持
ち
回
り
で
開
催

第
１
回
：
日
本

（
平
成

2
0
年

7
月
）

第
２
回
：
中
国

（
平
成

2
1
年

4
月
）

第
３
回
：
韓
国

（
平
成

2
2
年

4
月
）

第
４
回
：イ
ン
ド
ネ
シ
ア
（
平
成

2
3
年
予
定
）

事
業
内
容

フ
ォ
ー
ラ
ム
参
加
国
の
要
望
等
を
踏
ま
え
、
積
極
的
な
協
力
活
動
を
展
開

（
１
）
各
国
に
お
け
る
保
護
制
度
の
整
備
に
必
要
な
、
植
物
の
審
査
技
術
の
向
上
や
審
査
基
準
の
作
成
に
つ
い
て
支
援
を
行
う
専
門

家
の
派
遣

（
２
）
将
来
、
各
国
の
制
度
設
計
を
担
う
当
局
の
専
門
家
を
日
本
に
受
け
入
れ
、
長
期
・短
期
の
集
中
研
修
の
実
施

（
３
）
制
度
整
備
に
向
け
た
機
運
を
醸
成
す
る
た
め
、
各
国
の
生
産
者
や
育
成
者
を
対
象
と
し
た
制
度
の
必
要
性
・有

用
性
に
関
す
る
意
識
啓
発
セ
ミ
ナ
ー
の
開
催

等

【概
算
要
求
額
】
５
６
百
万
円

○
平
成
２
０
年
度
以
降
、
２
年
に
わ
た
り
フ
ォ
ー
ラ
ム
協
力
活
動
を
実
施
し
て
き
た
中
で
、
イ
ン
ド
ネ
シ
ア
、
タ
イ
が

U
P

O
V
加
盟
に
向
け

た
国
内
法
整
備
に
向
け
て
動
き
出
す
な
ど
、
東
ア
ジ
ア
各
国
に
お
け
る
植
物
品
種
保
護
制
度
の
整
備
に
向
け
た
主
体
的
な
取
組
が

現
れ
て
き
た
と
こ
ろ
。

○
こ
う
し
た
気
運
を
更
に
醸
成
し
、
「
東
ア
ジ
ア
品
種
保
護
庁
」の
創
設
を
見
据
え
た
東
ア
ジ
ア
に
お
け
る
植
物
品
種
保
護
体
制
を
確

立
す
る
必
要
。

「
東

ア
ジ
ア

植
物
品
種
保
護
フ
ォ
ー
ラ
ム
」
第
３
回
会
合

（
20
10
年
４
月
28
日
、
於
ソ
ウ
ル
）
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